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12.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 14.1 2 3

現在の景気 ▲ ▲ ● ● ● ▲ ▲ ▲ ▲ × × ▲ ▲ ● ● ▲ ● ▲ ▲ ▲ ▲ ● ▲ ● ▲ ▲ ●

３か月後の景気 ▲ ● ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × × × ▲ ▲ ● ● ● ● ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ▲ × × ×

生産活動 × × ● × ● ▲ × ▲ × × × × × ● ● × ● ▲ ● × ● ● × ● ● ● ●

個人消費 ▲ ▲ ● ● × ▲ ▲ ▲ ▲ × × ● ● × ▲ ▲ ▲ × ● × × ● × ● ● ● ●

民間設備投資 ● ● × ▲ ● × ● ● × ● × × × ● ● × ● ● × × × × ● ● ● × ●

住宅投資 × ● ● × ● ● × × ● ● × ● × × ● ● ● ● × ● × ● ● ● ● ● ×

公共投資 × ● ● × ● ● ● ● × × ● × ● × ▲ ● ● ● × ● ● ● ● ● × ● ●

雇用情勢 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × × ▲ × × ▲ ▲ ▲ ● ▲ ● ● ● ● ● ● ● ▲ ● ▲ ●

12.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 14.1 2 3

鉱工業生産指数 季調済・前月比 ● ● ● × × ● × × × ● × ● ● ● ● ● ● × ● ● × ● ● ● ●

可処分所得 前年比 × × × × ● ● ● ● ● ● ● × × × × ● ● × ● × × ● ● ● ● ●

家計消費支出 前年比 × × × × × ● ● × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● × ● × ● ● × ●

大型小売店販売額 店舗調整前・前年比 × ● ● × × × × ● × × ● ● × × × × × ● × × ● × ● ● ● ●

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● × × × × × × × ● × × × × ● ● ● ● ● ●

民間非居住建築物床面積 ３業用計・前年比 ● × ● ● × ● ● × ● × × × ● ● × ● ● × × × × ● ● ● × ●

新設住宅着工戸数 前年比 ● ● × ● ● × × ● ● × ● × × ● ● ● ● × ● × ● ● ● ● ● ×

公共工事請負金額 前年比 ● ● × ● ● ● ● × × ● × ● × × ● ● ● × ● ● ● ● ● × ● ●

新規求人倍率 季調済・前月差 ▲ ● ● ▲ ▲ ● × ● × × ● ● × ● ● ● × ● ▲ ▲ ● ● × ● ● ×

有効求人倍率 季調済・前月差 ● ● ● ● ● × ▲ ● ▲ × × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ▲ ● ● ● × ●

常用雇用指数 全産業・前年比 ▲ × × × × × × × × × × × × ● ● ● ● ● ● ▲ ▲ ● ● ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 × × ● ● ● × ● ● × × ● ● ● × × ● ● ● ● ● ● ● ● ●

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 ● × ● ● ● ● × × × × ● × ● × ▲ × ● ● ● ● × × × ●

企業倒産 負債総額・前年比(逆) ● ● ● ● × × × ● ● × × ● × ● ● × × ● ● ● × ● ● × ● × ×

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

《ご参考》
県内景気の基調判断の推移

【県内景気天気図】

●＝前月比上昇・好転

▲＝前月比横ばい

×＝前月比下降・悪化

【県内主要経済指標】

 
 

《使用データについての注意事項》 
・今月はありません。 
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１．概 況…引き続き緩やかに回復 
 
県内景気の現状 
県内製造業の生産活動の現状を鉱工業生産指数でみると、窯業・土石が低水準で、はん用・生産用・業務用機械などが低下したものの、金属製品や電気

機械、輸送機械、化学などが高水準かつ上昇したため、原指数、季節調整済指数ともに４か月連続のプラスとなっている。 

需要面では、大型店売上高がほとんどの品目で前年を上回ったため、全店ベースで４か月連続のプラスとなっていることに加え、既存店ベースでも５か

月ぶりのプラスとなった。また、乗用車新車登録台数は消費税増税前の駆け込み購入が続き、６か月連続の大幅プラス、軽乗用車も７か月連続かつ大幅の

プラスとなっている。さらに、民間非居住用建築着工床面積でみた民間設備投資は３業用計で２か月ぶりの大幅プラス、公共工事の請負金額も２か月連続

の大幅プラスとなった。一方、新設住宅着工戸数は上記の駆け込みによる着工がなくなってきたため、持家は２か月連続、貸家は３か月ぶり、分譲住宅も

２か月ぶりのそれぞれマイナスとなり、全体では昨年８月以来６か月ぶりに前年を大きく下回った。このような状況下、雇用情勢をみると、常用雇用指数

が３か月連続のプラスとなるなど、改善傾向がみられる。 

また、２～３月に実施した県内企業動向調査によると（P.24の《トピックス》ご参照）、自社の業況判断ＤＩは前回（13年10－12月期）の＋１から大幅

な改善（18ポイント上昇）の＋19となり、７年ぶりのプラスとなった前期に続き、５四半期連続の上昇となった。消費税率の引き上げを見越した駆け込み

購入の発生などにより売上が増加し、全業種で景況感は大幅に改善した。 

これらの状況から県内景気の現状をみると、需要面の一部で上記の駆け込み需要の反動減という動きはみられるものの、製造業の生産活動が引き続き堅

調に推移し、他のほとんどの需要面で駆け込み購入などが続いているため、全体的には引き続き緩やかに回復していると考えられる。 

 

 

今後の景気動向 
県内製造業の生産活動は、消費税増税後の反動減に伴う生産調整や中国をはじめとする新興国景気の減速懸念による減産などから、一時的に伸び悩むも

のと考えられるが、その後、回復基調にある国内需要や堅調な米国景気の動きを受け、再び回復に向かうものと思われる。 

需要面では、消費税増税後の個人消費については、家計収入の増加が注目されるものの、増税後の反動減や物価、光熱費の上昇、消費税増税といったマ

イナス要因から節約志向は根強く、全体に伸び悩むものとみられる。さらに、民間設備や新設住宅着工などの投資関連需要についても、資材価格や労務費

の一層の高騰懸念から前倒し発注や着工の動きがみられるものの、力強さはなく徐々に減少していくものと考えられる。 

したがって、今後の県内景気は、生産活動面では再び回復に向かうものの、増税後の反動減などの需要面での弱さから、全体的に弱含みの状態になると

思われる。 
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生 産…「鉱工業生産指数」は原指数、季調済指数ともに４か月連続のプラス 
2014年１月の県内製造業の生産状況は、鉱工業生産指数(2010年＝100)の「原指数」が94.5、前年同月比＋10.0％、「季節調整済指数」も107.5、前月比

＋3.0％で、ともに４か月連続のプラスとなっている。また、鉱工業全体の季調済指数の３か月移動平均値（2013年12月）は105.4、前月比＋1.9％で、４か

月連続のプラスとなっている。業種別(中分類)に季調済指数の水準をみると、「窯業・土石」などは低いものの、「金属製品」や「電気機械」「輸送機械」

「化学」「その他」などは高水準となっている。また、前月に比べると、「はん用・生産用・業務用機械」や「その他」は低下したが、「金属製品」や「電

気機械」「化学」などは大きく上昇した。 

鉱工業の「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」を前年比でみると、出荷は４か月連続で前年を上回り（原指数95.5、前年同月比＋6.8％）、在庫は２

か月連続のマイナスとなっているため（同106.7、同－0.7％）、前月に続き“回復局面”にある。 

 

個人消費…既存店ベースの「大型店売上高」は５か月ぶりのプラス 
２月の「消費者物価指数(生鮮食品を除く総合)(大津市)(2010年＝100)」は100.0、前年同月比＋1.3％、前月比＋0.1％となり、前年比では10か月連続か

つ大幅のプラスとなり、前月比でも４か月ぶりのプラスとなった。これは、エネルギー（電気代、ガス、灯油、ガソリン）が前年比で大幅上昇となり、前

月比でもプラスとなっている（前年同月比＋8.7％、前月比＋0.3％）ことに加え、教養娯楽用耐久財や家庭用耐久財などが大幅に上昇しているためとみら

れる。なお、食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合（いわゆる「コアコア指数」）でも前年同月比＋0.9％、前月比＋0.3％となり、今後の動向が

注目される。「可処分所得(同)」は５か月連続かつ大幅のプラスとなり(前年同月比＋22.0％)、「家計消費支出(同)」は２か月ぶりのプラスとなった(同＋

10.9％)。なお、「毎月勤労統計調査」における2013年12月の「名目現金給与総額(事業所規模30人以上、2010年＝100)」は181.8、同＋2.8％で、４か月ぶ

りのプラスとなった。 

このような所得・消費環境のなか、２月の「大型店売上高(全店ベース＝店舗調整前、対象店舗数は100店舗、前年は92店舗)」は前年同月比＋5.5％とな

り、４か月連続で前年を上回っている。品目別でみると、ウエイトの高い「飲食料品」が９か月連続（同＋6.1％）、「家具」も４か月連続のそれぞれプラ

ス（同＋8.2％）となっているのに加え、「家電機器」(同＋13.4％)や「家庭用品」(同＋8.3％)、「身の回り品」(同＋1.0％)、「衣料品」(同＋0.2％)が

すべてプラスに転じた。さらに、｢既存店ベース（＝店舗調整後）」の売上高は「衣料品」が８か月連続のマイナスとなっているものの減少幅は縮小し(同

－0.2％)、「飲食料品」は９か月連続(同＋1.2％)、「家具」は４か月連続（同＋5.6％）のそれぞれプラス、「家電機器」(同＋8.1％)、「家庭用品」(同

＋7.7％)、「身の回り品」(同＋0.1％)もプラスに転じたため、全体では５か月ぶりのプラスとなった(同＋1.5％)。 

２月の「乗用車新車登録台数(登録ナンバー別)」は、「普通乗用車(３ナンバー車)」が７か月連続かつ大幅のプラス(2,213台、前年同月比＋31.6％)、「小

型乗用車(５ナンバー車)」も微増となったため(1,599台、同＋0.1％)、２車種合計では６か月連続の大幅プラスとなり、好調に推移している(3,812台、同

＋16.3％)。また、「軽乗用車」も７か月連続かつ大幅のプラスとなっている(3,095台、同＋36.8％)。ともに消費税増税前の駆け込み購入が続いているた

めとみられる。 
 

民間設備投資…「民間非居住用建築着工床面積」は２か月ぶりの大幅プラス 
民間設備投資と関連の深い「民間非居住用建築着工床面積」(２月)は44,891㎡、前年同月比＋42.6％で、２か月ぶりの大幅プラスとなった。業種別にみ

ると、「鉱工業用」が前月に続き低水準かつ大幅のマイナスとなったものの、「商業用」と「サービス業用」が前年を大きく上回った（「鉱工業用」：16,482

㎡、同－11.6％、「商業用」：6,425㎡、同＋494.9％、「サービス業用」：21,984㎡、同＋86.9％）。 

２月のトラック新車登録台数は、「小型四輪トラック(４ナンバー車)」が５か月連続のプラス（159台、同＋4.6％）となっているのに加え、「普通トラ
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ック(１ナンバー車)」が２か月ぶりのプラス（75台、同＋5.6％）となったため、２車種合計では５か月連続のプラスとなっている（234台、同＋4.9％）。 

㈱しがぎん経済文化センターが２～３月に実施した「県内企業動向調査」によると（有効回答数 463 社）、１－３月期に設備投資を「実施」した（する）

割合は、前期（44％）から＋５ポイントの 49％と５割に迫るレベルとなった。 

 

新設住宅着工…６か月ぶりのマイナス 
２月の「新設住宅着工戸数」は670戸、前年同月比－23.4％で、昨年８月以来６か月ぶりのマイナスとなった。消費税増税前の駆け込みによる着工がなく

なってきたためとみられる。利用関係別でみると、｢持家」は378戸、同－4.5％(大津市62戸、彦根市43戸など)となり前月に続きマイナスとなり、｢貸家」

は199戸、同－38.8％(栗東市48戸など)で３か月ぶりの大幅マイナス、「分譲住宅」も93戸、同－39.2％(大津市39戸など)で、２か月ぶりのマイナスとなっ

た。内訳をみると、「一戸建て」は６か月ぶりのマイナス（93戸、同－12戸）、「分譲マンション」も申請はなかった（０戸、前年差－48戸）。なお、給

与住宅は０戸。 

 

公共工事…請負金額は前月に続き大幅のプラス 
２月の西日本建設業保証(株)の保証による公共工事の請負件数は170件、前年同月比＋5.6％で２か月ぶりのプラス、金額は約70億円、同＋69.6％で前月

に続き前年を大きく上回った。請負金額を発注者別で多い順から並べると、「市町村」(約22億円、同＋43.1％)、「その他」(約22億円、同＋453.7％)、｢県」

(約13億円、同＋6.1％)、「国」（約12億円、同＋63.4％)、「独立行政法人」(約0.6億円、同－65.7％)。 

 

雇 用…「常用雇用指数」は３か月連続のプラス 
２月の「新規求人数(パートを含む)」は10,730人（前年同月比＋6.8％）で、17か月連続のプラスとなり、一方、「新規求職者数（同）」は7,060人（同

－13.1％）と７か月連続のマイナスとなっている。「新規求人倍率(パートを含む、季節調整済値)」は前月差－0.03ポイントの1.41倍となり、３か月ぶり

に低下したが、「有効求人倍率(同)」は前年同月差＋0.01ポイントの0.94倍となり、徐々に１倍に近づいている。 

産業別の「新規求人数」をみると、「建設業」が27か月ぶり（496人、同－2.0％）、「医療、福祉」は13か月ぶり（1,577人、同－6.2％）、「卸売・小

売業」（1,014人、同－0.7％）も６か月ぶりに前年を下回ったが、「サービス業」（1,296人、同＋8.4％）は６か月連続、「製造業」（1,425人、同＋22.6％）

は２か月ぶりにそれぞれプラスとなっている。 

また、2013年12月の「常用雇用指数(事業所規模30人以上、2010年＝100)」は100.4、同＋1.3％で、３か月連続で前年を上回っている。また、｢製造業の

所定外労働時間指数(同)｣は120.6、同＋7.2％で、９か月連続のプラスとなっている。今後の動向が注目される。 

 

倒 産…負債総額は大幅増加 
㈱東京商工リサーチ滋賀支店のまとめによる３月の「負債金額10百万円以上」の倒産件数は６件（前年差＋１件）で、前年比微増だが、負債総額は約840

百万円（同＋638百万円）で、前年を大きく上回った。業種別では「サービス業他」（２件）、原因別では「販売不振」（５件）が最も多く、資本金別では

６件のうち４件が「１千万円未満」。 
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２．生 産…「鉱工業生産指数」は原指数、季調済指 

数ともに４か月連続のプラス 
 

2014年１月の県内製造業の生産状況は、鉱工業生産指数(2010年＝100)

の「原指数」が94.5、前年同月比＋10.0％、「季節調整済指数」も107.5、

前月比＋3.0％で、ともに４か月連続のプラスとなっている(図１、巻末の

県内経済指標ＮＯ．１)。また、鉱工業全体の季調済指数の３か月移動平

均値（2013年12月）は105.4、前月比＋1.9％で、４か月連続のプラスとな

っている（図２）。 
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業種別(中分類)に季調済指数の水準をみると（図４、図５、図６）、「窯

業・土石」（72.8）などは低いものの、「電気機械」（127.9）や「金属

製品」、「輸送機械」（ともに116.5）、「化学」、「その他」（ともに

115.5）などは高水準となっている。 

また、前月に比べると、「はん用・生産用・業務用機械」（前月比－5.2％）

や「その他」（同－3.1％）は低下したが、「化学」（同＋18.7％）や「金

属製品」（同＋13.5％）、「電気機械」（同＋6.1％）などは大きく上昇

した。 
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鉱工業の「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」を前年比でみると（図

７、県内経済指標ＮＯ．１）、出荷は４か月連続で前年を上回り（原指数

95.5、前年同月比＋6.8％）、在庫は２か月連続のマイナスとなっている

ため（同106.7、同－0.7％）、前月に続き“回復局面”にある（図８）。 
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３．個人消費…既存店ベースの「大型店売上高」は 

５か月ぶりのプラス 
 

２月の「消費者物価指数(生鮮食品を除く総合)(大津市)(2010年＝100)」

は100.0、前年同月比＋1.3％、前月比＋0.1％となり、前年比では10か月

連続かつ大幅のプラスとなり、前月比でも４か月ぶりのプラスとなった

(図９、経済指標ＮＯ．２）。これは、電気代（前年同月比＋16.1％、前

月比＋0.2％）の大幅値上げにより、エネルギー（電気代、ガス、灯油、

ガソリン）が前年比で大幅上昇となり、前月比でもプラスとなっている（前

年同月比＋8.7％、前月比＋0.3％）ことに加え、教養娯楽用耐久財や家庭

用耐久財などが大幅に上昇しているためとみられる。なお、食料（酒類を

除く）及びエネルギーを除く総合（いわゆる「コアコア指数」）でも前年

同月比＋0.9％、前月比＋0.3％となり、今後の動向が注目される。 

２月の「可処分所得(同)」は５か月連続かつ大幅のプラスとなり(前年

同月比＋22.0％)、「家計消費支出(同)」は２か月ぶりのプラスとなった(同

＋10.9％)(図10、経済指標ＮＯ．２)。品目別にみると、授業料等や交通

費、交際費、教養娯楽用品、保健医療サービスなどの費用は減少したもの

の、住居の設備修繕・維持のための設備材料や工事その他のサービスなど

の費用が大場に増加した。 

なお、「毎月勤労統計調査」における2013年12月の「名目現金給与総額

(事業所規模30人以上、2010年＝100)」は181.8、同＋2.8％で、４か月ぶ

りのプラスとなった。今後の動向が注目される(経済指標ＮＯ．６)。 
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このような所得・消費環境のなか、２月の「大型店売上高(全店ベース

＝店舗調整前、対象店舗数は100店舗、前年は92店舗)」は前年同月比＋

5.5％となり、４か月連続で前年を上回っている(図11、経済指標ＮＯ．２)。

品目別でみると(図12－①)、ウエイトの高い「飲食料品」が９か月連続（同

＋6.1％）、「家具」も４か月連続のそれぞれプラス（同＋8.2％）となっ

ているのに加え、「家電機器」(同＋13.4％)や「家庭用品」(同＋8.3％)、

「身の回り品」(同＋1.0％)、「衣料品」(同＋0.2％)がすべてプラスに転

じた。 

さらに、｢既存店ベース（＝店舗調整後）」の売上高は「衣料品」が８

か月連続のマイナスとなっているものの減少幅は縮小し(同－0.2％)、「飲

食料品」は９か月連続(同＋1.2％)、「家具」は４か月連続（同＋5.6％）

のそれぞれプラス、「家電機器」(同＋8.1％)、「家庭用品」(同＋7.7％)、

「身の回り品」(同＋0.1％)もプラスに転じたため、全体では５か月ぶり

のプラスとなった(同＋1.5％)(図11、図12－②、経済指標ＮＯ．２)。 
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２月の「乗用車新車登録台数(登録ナンバー別)」は、「普通乗用車(３

ナンバー車)」が７か月連続かつ大幅のプラス(2,213台、前年同月比＋

31.6％)、「小型乗用車(５ナンバー車)」も微増となったため(1,599台、

同＋0.1％)、２車種合計では６か月連続の大幅プラスとなり、好調に推移

している(3,812台、同＋16.3％)（図13－①、図13－③、経済指標ＮＯ．

２）。消費税増税前の駆け込み購入が続いているためとみられる。 

また、「軽乗用車」も７か月連続かつ大幅のプラスとなっている(3,095

台、同＋36.8％)(図13－②、経済指標ＮＯ．２）。これも消費税増税前の

駆け込み購入によるもの。 

 

 

図13 乗用車の新車登録台数(登録ナンバー別)と軽乗用車の新車販売台数 
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４．民間設備投資…「民間非居住用建築着工床面積」は 

２か月ぶりの大幅プラス 
 

民間設備投資と関連の深い「民間非居住用建築着工床面積」(２月)は

44,891㎡、前年同月比＋42.6％で、２か月ぶりの大幅プラスとなった(経

済指標ＮＯ．３)。業種別にみると、「鉱工業用」が前月に続き低水準か

つ大幅のマイナスとなったものの、「商業用」と「サービス業用」が前年

を大きく上回った（「鉱工業用」：16,482㎡、同－11.6％、「商業用」：

6,425㎡、同＋494.9％、「サービス業用」：21,984㎡、同＋86.9％）。 

月々の季節変動を３か月移動平均で調整すると(図14)、１月は52,675㎡、

同＋18.9％で４か月連続のプラスとなっている。業種別に多い順に並べる

と、｢鉱工業用」25,260㎡、同＋100.4％、｢サービス業用」20,843㎡、同

＋25.7％、｢商業用」6,572㎡、同－56.5％となった。 

 

 

【２月の主な業種別・地域別申請状況】 

(ｲ)「鉱工業用」：甲賀市（6,419㎡）、草津市（4,513㎡）、米原市（2,554 
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(ﾊ)「ｻｰﾋﾞｽ業用」：大津市（12,803㎡）、草津市（3,265㎡）、守山市（2,632 
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２月のトラック新車登録台数は、「小型四輪トラック(４ナンバー車)」

が５か月連続のプラス（159台、同＋4.6％）となっているのに加え、「普

通トラック(１ナンバー車)」が２か月ぶりのプラス（75台、同＋5.6％）

となったため、２車種合計では５か月連続のプラスとなっている（234台、

同＋4.9％）（図15）。 
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㈱しがぎん経済文化センターが２～３月に実施した「県内企業動向調

査」によると（有効回答数 463 社）（図 16）、１－３月期に設備投資を「実

施」した（する）割合は、前期（44％）から＋５ポイントの 49％と５割に

迫るレベルとなった。次期４－６月期は 40％と低下するが、引き続き高水

準。 
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(％) 図16 設備投資を実施した(する)企業の割合
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 当期の設備投資「実施」企業の主な投資内容は、「ＯＡ機器の購入」（41％）

が最も多い。業種別にみると、製造業では「生産・営業用設備の更新」（53％）、

建設業と非製造業では「ＯＡ機器の購入」（順に 49％、46％）が最も多い。 

 
設備投資実施（14/1-３月期）の主な内容（複数回答）

（％）

生産・営業用

設備の更新

生産・営業用

設備の新規
導入

土地購入 建物の増改築 建物の新築 車輌の購入
ＯＡ機器の購

入

ｿﾌﾄｳｪｱの購

入
その他

全体 38 28 7 13 5 24 41 19 5
製造業 53 42 4 9 6 20 34 19 0
建設業 18 13 10 3 3 33 49 23 15
非製造業 27 18 8 21 5 24 46 18 7  
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５．新設住宅着工…６か月ぶりのマイナス 
 

２月の「新設住宅着工戸数」は670戸、前年同月比－23.4％で、昨年８

月以来６か月ぶりのマイナスとなった（図17、経済指標ＮＯ．４）。消費

税増税前の駆け込みによる着工がなくなってきたためとみられる。 

利用関係別でみると(図18、経済指標ＮＯ．４)、｢持家」は378戸、同－

4.5％(大津市62戸、彦根市43戸など)となり前月に続きマイナスとなり、

｢貸家」は199戸、同－38.8％(栗東市48戸など)で３か月ぶりの大幅マイナ

ス、「分譲住宅」も93戸、同－39.2％(大津市39戸など)で、２か月ぶりの

マイナスとなった。内訳をみると、「一戸建て」は６か月ぶりのマイナス

（93戸、同－12戸）、「分譲マンション」も申請はなかった（０戸、前年

差－48戸）(図19、図20)。２月の分譲マンション新規販売率（２月からの

新規販売戸数累計:68戸／同新規供給戸数累計:71戸）は95.8％となり、好

不調の境目といわれる70％を大きく上回っている(参考：近畿全体では

77.4％)。なお、給与住宅は０戸。 
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月々の季節変動を３か月移動平均で調整すると（１月）、総戸数では859

戸、同＋7.8％で13か月連続のプラスだが、伸び率は大きく鈍化してきた。

利用関係別にみると、「持家」は17か月連続（442戸、同＋12.2％）、｢貸

家」は８か月連続（251戸、同＋9.6％)のプラスとなったが、｢分譲住宅」

は７か月ぶりのマイナス（164戸、同－5.2％）(図21)。 
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６．公共工事…請負金額は前月に続き大幅のプラス 
 

２月の西日本建設業保証(株)の保証による公共工事の請負件数は170件、

前年同月比＋5.6％で２か月ぶりのプラス、金額は約70億円、同＋69.6％

で前月に続き前年を大きく上回った(図22、図23、図24、経済指標ＮＯ．

４)。 

請負金額を発注者別で多い順から並べると、「市町村」(約22億円、同

＋43.1％)、「その他」(約22億円、同＋453.7％)、｢県」(約13億円、同＋

6.1％)、「国」（約12億円、同＋63.4％)、「独立行政法人」(約0.6億円、

同－65.7％)(図22、図23)。 

 

 

《２月の主な大型工事（３億円以上）》 
国      ：・大津信楽線左岸部道路整備工事（近畿地方整備局、工事 

      場所：大津市） 

独立行政法人：（この基準規模では該当工事なし） 

 県   ：（この基準規模では該当工事なし） 

市 町 村 ：・（仮称）市営武佐団地新築工事（近江八幡市） 

そ の 他  ：・長浜駅南地区第一種市街地再開発事業（仮称）長浜駅南 

        地区市街地再開発ビル新築工事（長浜駅南再開発㈱平和 

堂） 

・琵琶湖湖南中部浄化センター汚泥処理設備工事その16 

（下水道事業団、同：草津市） 
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７．雇 用…「常用雇用指数」は３か月連続のプラス 
 

２月の「新規求人数(パートを含む)」は10,730人（前年同月比＋6.8％）

で、17か月連続のプラスとなり、一方、「新規求職者数（同）」は7,060

人（同－13.1％）と７か月連続のマイナスとなっている(経済指標ＮＯ．

５)。 

「新規求人倍率(パートを含む、季節調整済値)」は前月差－0.03ポイン

トの1.41倍となり、３か月ぶりに低下したが、「有効求人倍率(同)」は前

年同月差＋0.01ポイントの0.94倍となり、徐々に１倍に近づいている(図

26、図27、経済指標ＮＯ．５)。 
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雇用形態別に有効求人倍率（原指数）をみると（２月）（図28）、「常

用パート」は1.22倍（前月差＋0.03倍）で７か月連続の１倍台。また、「正

社員」は0.50倍（同－0.02倍）となり、依然、低水準で推移している。 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

11年1 3 5 7 9 11 12年1 3 5 7 9 11 13年1 3 5 7 9 11 14年1

（倍） 図28 雇用形態別の有効求人倍率（原指数）
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２月の「雇用保険受給者実人員数」は5,473人、同－22.7％で、10か月

連続かつ大幅に前年を下回っている(図29、経済指標ＮＯ．５)。 
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２月の産業別の「新規求人数」をみると（図30、図31）、「建設業」が

27か月ぶり（496人、同－2.0％）、「医療、福祉」は13か月ぶり（1,577

人、同－6.2％）、「卸売・小売業」（1,014人、同－0.7％）も６か月ぶ

りに前年を下回ったが、「サービス業」（1,296人、同＋8.4％）は６か月

連続、「製造業」（1,425人、同＋22.6％）は２か月ぶりにそれぞれプラ

スとなっている。 
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また、2013年12月の「常用雇用指数(事業所規模30人以上、2010年＝100)」

は100.4、同＋1.3％で、３か月連続で前年を上回っている。また、｢製造

業の所定外労働時間指数(同)｣は120.6、同＋7.2％で、９か月連続のプラ

スとなっている(図32、図33、経済指標ＮＯ．６)。今後の動向が注目され

る。 

90

95

100

105

110

115

120

125

130

11年12 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1212年12 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1213年12 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

図32 常用雇用指数と所定外労働時間指数

（2010年＝100）

常用雇用指数 所定外労働時間指数

120.6

100.4

 
 

​ ​ ​
​ ​

​
​ ​ ​ ​ ​ ​

​ ​ ​
​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​ ​

​

​

​

​

​

​

​

​

​ ​

​

​

​

​

​

​

​

​

​ ​

​

​

​

​

-20

-10

0

10

20

30

11

年

1

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 12

年

1

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

年

1

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（％）

図33 常用雇用指数と所定外労働時間指数

（前年同月比）

常用雇用指数 所定外労働時間指数

1.3
（常）

7.2
（所）

 
 

10－12月期の両指数の前年同期比増加率をみると(図34)、常用雇用指数

は微増となり（前年同期比＋1.0％）、所定外労働時間指数は３四半期連

続のプラスとなったため（同＋8.8％）、「上昇期」に入ってきた。今後

の動向が注目される。 
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８．倒 産…負債総額は大幅増加 
 

㈱東京商工リサーチ滋賀支店のまとめによる３月の「負債金額10百万円

以上」の倒産件数は６件（前年差＋１件）で、前年比微増だが、負債総額

は約840百万円（同＋638百万円）で、前年を大きく上回った(図35、図36、

経済指標ＮＯ．６)。 

業種別では「サービス業他」が２件、以下、「建設業」「卸売業」「小

売業」「情報通信業」が各１件ずつ。原因別では「販売不振」が５件、「過

小資本」が１件。資本金別では６件のうち４件が「１千万円未満」。 
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９．県内主要観光地の観光客数 
 

【① 大津南部・湖南エリア＋シネマ】 

    ミシガン＋ビアンカ………２月   2,018人（前年同月比 －29.4％） 

    県立琵琶湖博物館…………２月  16,531人（   同   － 2.7％） 

  びわ湖鮎家の郷……………２月  12,766人（   同     － 3.3％） 

  主要３ｼﾈﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ……… ２月  24,676人（  同   －17.4％） 
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図37-① 県内主要観光地の入込客数の推移

大津南部・湖南エリア＋シネマ（前年同月比）

ミシガン＋ビアンカ（乗船客数） 県立琵琶湖博物館

びわ湖鮎家の郷 主要３シネマコンプレックス
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(ﾐ+ﾋﾞ)

-3.3(鮎)

-17.4
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-2.7(琵)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【② 大津西部エリア】 

    道の駅：びわ湖大橋米プラザ…２月  36,608人（同 － 2.2％） 

  比叡山ドライブウェイ…………２月  11,491人（同 ＋ 2.9％） 

  奥比叡ドライブウェイ…………２月   6,444人（同 － 0.4％） 
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図37-② 県内主要観光地の入込客数の推移

大津西部エリア（前年同月比）
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【③ 甲賀エリア周辺】 

  県立陶芸の森……………………２月  13,247人（同 －18.6％） 

    道の駅：竜王かがみの里………２月  44,037人（同 ＋ 1.0％） 
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図37-③ 県内主要観光地の入込客数の推移

甲賀エリア周辺（前年同月比）

県立陶芸の森

道の駅 竜王かがみの里
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【④ 湖東・東近江エリア】 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ …２月 19,376人（同 ＋ 8.3％） 

彦 根 城……………………………２月 25,806人（同 －11.3％） 

  安土(城郭資料館＋信長の館)………２月  2,985人（同 －17.2％） 

  滋賀農業公園ブルーメの丘…………２月  2,675人（同 ＋ 3.5％） 
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図37-④ 県内主要観光地の入込客数の推移

湖東・東近江エリア（前年同月比）

道の駅 あいとうマーガレットステーション
彦根城
安土（城郭資料館＋信長の館）
滋賀農業公園ブルーメの丘

-11.3(彦)

-17.2(安)

（安土は｢城郭資料館｣と｢信長の館｣の合計）
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【⑤ 湖北エリア】 

    長  浜  城……………………………２月  9,735人（同 ＋29.4％） 

  長浜｢黒壁スクエア｣…………………２月 92,758人（同 ＋ 7.8％） 

  道の駅：伊吹の里・旬彩の森………２月 25,577人（同 ＋ 6.5％） 

      〃 ：塩津海道あぢかまの里……２月 28,260人（同 ＋ 9.0％） 

   〃 ：湖北みずどりｽﾃｰｼｮﾝ………２月 26,070人（同 －26.9％） 
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図37－⑤ 県内主要観光地の入込客数の推移

湖北エリア（前年同月比）

長浜城

長浜「黒壁スクエア」

道の駅 伊吹の里・旬彩の森

道の駅 塩津海道あぢかまの里

道の駅 湖北みずどりステーション

7.8(黒)

29.4(長)
9.0(塩)

-26.9(湖)

6.5(伊)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑥ 高島エリア】 

  県立びわ湖こどもの国………………２月  4,017人（同 ＋17.6％） 

    道の駅：藤樹の里あどがわ…………２月 49,000人（同 － 3.5％） 

   〃 ：くつき本陣 ………………２月 11,602人（同 ＋35.4％） 

   〃 ：しんあさひ風車村…………２月  1,870人（同 － 9.9％） 

   〃 ：マキノ追坂峠………………２月 11,368人（同 ＋ 3.2％） 
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図37－⑥ 県内主要観光地の入込客数の推移

高島エリア（前年同月比）

県立びわ湖こどもの国

道の駅 藤樹の里あどがわ

道の駅 くつき本陣

道の駅 しんあさひ風車村

道の駅 マキノ追坂峠

17.6(こ)

-3.5(藤)

3.2(マ)

35.4(く)

-9.9(し)

（注）「しんあさひ風車村」は、12年12月～13年１月まで改修工事により、

営業を中止していたため、当該期間はグラフでは表示されません。
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10．地場産業の動向 
 ①長浜縮緬業界：低調に推移 

26 年２月の売上は前年同月比 5.1％減、３月は増税前の駆け込み需

要の影響もあり同 13.9％増であった。しかし、生糸の仕入価格が高騰

しているが価格転嫁できておらず、厳しい状態が続いている。 

 

②信楽陶器業界：横ばいで推移 
２月からの値上げを事前に通知したことと消費税増税前の駆け込

み需要の影響により、26年１月の売上は前年同月比 212.4％増と大幅

に増加した。２月は１月増加分の反動により同 42.9％減であったが、

３月は同 2.4％減と概ね前年並みとなった。 

「信楽焼伝統工芸士展（４月11日～５月13日、信楽伝統産業会館）」、

「第九回信楽窯元散策路ぶらり窯元めぐり（４月 11 日～13 日、窯元

散策路各所）」、「ほろ酔いうつわと地酒展（４月５日～５月６日、

陶芸の森信楽産業展示館）」など大型連休にかけてイベントが開催さ

れる。 

 

③彦根バルブ業界：低調に推移 
   平成 25年（1月～12 月）のバルブ生産高は、前年比較 6.2％増（13

億 3,200 万円増）の 227 億 8,900 万円となった。東日本大震災の復興

工事による需要増等が要因である。業種別では、産業用弁と水道用弁

は前年を上回る生産高となったものの、船用弁と鋳物素材は前年を下

回った。また、産業用弁についても、新組合員の加入により統計上増

加したもので、実質的な生産高は減少している。 

   平成 26 年（1 月～12 月）の見通しとしては、震災復興関連のイン

フラ整備の本格化、東京オリンピック需要等により業界全体として前

年より生産高は増加すると予想している。 

 

 ④湖東麻織物業界：低調に推移 
２月 28 日から３月２日まで表参道のギャラリーで「近江の麻展（す

てきスタイル）」が開催された（主催：湖東繊維工業協同組合、協力：

滋賀県工業技術総合センター、滋賀県農政水産部農村振興課、成安造

形大学）。 

 

⑤高島織物産地：低調に推移 
   例年の春夏素材展「ビワタカシマ」が、東京（２月 20 日～21 日）

と大阪（３月６日～７日）で開催された。 

   高島の綿クレープは、ブランド化を目指し２年前に「高島ちぢみ」

の名で地域団体商標に登録されている。現在、中国での商標登録にむ

け動いている。 

 

⑥甲賀町製薬業界：低調に推移   
25 年４月厚生労働省より「後発医薬品のさらなる使用促進のロード

マップ」が公表された。新基準での数量シェアを 30 年３月末までに

60％以上にする計画であり、ジェネリック医薬品メーカーにとっては

売上増加の追い風が見込まれる。 
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《トピックス》 

【最近の自社業況判断について】 

（㈱しがぎん経済文化センター調査より） 

 ―景況感は全業種で大幅改善するも、先行きは不透明 

 

 調 査 名     ：「県内企業動向調査」 

 調 査 時 期     ：２月 20 日～３月 14日 

 調査対象先：952 社 有効回答数：463 社（有効回答率 49％） 

  うち製造業：208 社（有効回答数の構成比 45％） 

  うち建設業： 79 社（    〃     17％） 

  うち非製造業   ：176 社（    〃     38％） 

 

 

◆現在（14年１－３月期）の業況判断ＤＩは前回（13年10－12月期）の＋ 

１から18ポイント上昇の＋19で、５四半期連続の上昇となった。４月の

消費税率の引き上げが目前にせまり、駆け込み購入などが本格化したこ

とから、全体的に景況感が改善したとみられる。 

 

◆業種別でみると、製造業は＋15ポイント（－２→＋13）、建設業は＋19 

ポイント（＋23→＋42）、非製造業は＋20 ポイント（－４→＋16）と、 

全業種で大幅に上昇し、プラスとなった。製造業では電気機械、化学、

食料品など全 15 業種のうち９業種で上昇したが、輸送用機械など５業

種で下落した。非製造業では卸売、小売など全８業種のうち４業種で上

昇したが、不動産、運輸・通信など３業種で下落した。 

 

◆３か月後は、消費税増税後の反動減や、原材料費や光熱費の高騰による 

仕入価格の上昇の長期化などが懸念されてか、製造業が－20ポイントの

－７、建設業は－49 ポイントの－７、非製造業も－38 ポイントの－22

と全業種で大幅に下落し、マイナスに転じる見通しである。 
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◆仕入価格ＤＩ（「上昇」と回答した企業の割合から「下落」と回答した 

企業の割合を引いた値）は＋37 で、前回（13 年 10－12 月期）の＋34

から＋３ポイントと再び上昇に転じ、引き続き高い水準となった。円安

による原材料費や燃料費の高騰、電気料金の値上げの影響が長期化して

いるためとみられる。３か月後は＋１ポイント（＋37→＋38）で引き続

き高い水準が続く見通しである。 

◆販売価格ＤＩ（「上昇」と回答した企業の割合から「下落」と回答した 

企業の割合を引いた値）は＋３で、前回（13 年 10－12 月期）の－３か 

ら＋６ポイントと、２四半期連続で上昇し、わずかながらプラスに転じ

た。３か月後は－３ポイント（＋３→０）下落する見通しである。 

◆現在の人員判断ＤＩ（「過剰」と回答した企業の割合から「不足」と回 

答した企業の割合を引いた値）は－21 で、前回（13 年 10－12 月期）の

－18から－３ポイントと３四半期連続の下落となり、人員の不足感が強

まっている。３か月後は、＋８ポイント（－21→－13）と上昇に転じる

ものの、人員の不足感は続く見通しである。 
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【消費税率引き上げに伴う駆け込み購入と反動減の 

 発生について】 

（㈱しがぎん経済文化センター調査より） 

 ―「４～６月」に反動減発生が８割 ― 

 

 調 査 名     ：「県内企業動向調査（特別アンケート）」 

 調 査 時 期     ：２月 20 日～３月 14日 

 調査対象先：952 社 有効回答数：449 社（有効回答率 47％） 

  うち製造業：203 社（有効回答数の構成比 45％） 

  うち建設業： 75 社（    〃     17％） 

  うち非製造業   ：171 社（    〃     38％） 

 

 

〈駆け込み購入の発生状況と対策〉 

◆駆け込み購入が「発生する」（「発生している」（34.5％）と「今後発生

する見込みがある」（13.4％）の合計）と答えた企業の割合は 47.9％で、

半数近くにのぼった（図表１）。業種別では、建設業が 53.3％で他業種

より高かった。 

◆駆け込み購入の発生による前年と比べた売上の増加率は、「ほとんど変

わらない」が 32.7％でトップだったものの、「＋10％」（31.3％）、「＋20％」

（17.5％）が続き、約半数以上の企業で 10％を超える増加率となった（図

表２）。 

◆駆け込み需要を取り込むための対策についての意見をまとめると、「営

業活動の強化」が 28.3％で最も多かった。次いで「増産、仕入強化によ

る在庫確保」（24.2％）、「操業時間の延長、人員確保」（22.2％）、「外注、

下請先の確保」（13.1％）などが続いた（図表３）。 
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全体

（ｎ＝449）

製造業

（ｎ＝203）

建設業

（ｎ＝75）

非製造業

（ｎ＝171）

図表１ 駆け込み購入の発生

発生している 今後発生する見込みである 発生しない

47.9

47.9

53.3

45.8

 
 

 

（単位％）

売上増加率
全体

（ｎ＝297）
製造業
（ｎ＝129）

建設業
（ｎ＝53）

非製造業
（ｎ＝115）

ほとんど変わらない 32.7 33.3 34.0 31.3
＋10％ 31.3 34.1 35.8 26.1
＋20％ 17.5 14.0 15.1 22.6
＋30％ 4.0 2.3 5.7 5.2
＋40％ 0.0 0.0 0.0 0.0
＋50％ 0.3 0.0 1.9 0.0
＋60％ 0.0 0.0 0.0 0.0
＋70％ 0.0 0.0 0.0 0.0
＋80％ 0.0 0.0 0.0 0.0
＋90％ 0.0 0.0 0.0 0.0

＋100％以上 0.3 0.0 1.9 0.0
わからない 13.8 16.3 5.7 14.8

図表２　駆け込み購入による売上の増加率（前年同期比）
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図表３ 駆け込み需要を取り込むための対策
（自由回答の意見を内容別に分類して作成、複数回答、ｎ＝99） （％）

 
 

〈駆け込み購入発生後の反動減の発生見込みと対策〉 

◆駆け込み購入発生後の反動減が「発生する」（「発生している」（4.1％）

と「今後発生する見込みである」（45.0％）の合計）は 49.1％で、こち

らも約５割となった（図表４）。業種別では建設業が 56.0％で、駆け込

み購入が多い分、反動減についても他業種より影響のある企業が多くな

るとみられる。 

◆反動減の発生時期は、増税直後の「４～６月」が 79.8％で８割近くにの

ぼり、「７～９月」で 28.5％、「10～12 月」で 9.6％、「平成 27 年以降」

で 7.5％となった。一方、３月までは 13.6％と、すでに１割以上の企業

で反動減が発生していることも分かった（図表５）。 

◆反動減による前年と比べた売上の減少率は、「▲10％」（25.7％）がトッ

プで、「▲20％」（19.7％）が続いた。さらに「▲30％」～「▲90％」の

合計が 13.9％となり、１割以上の企業で減少率は▲30％を超える見込み

である。また「ほとんど変わらない」は、19.3％と約２割だった。（図

表６）。 

 

◆反動減への対策についての意見をまとめると、「営業活動の強化」が

40.4％で引き続き最多となった（図表７）。次いで「減産、在庫調整」

（16.2％）、「残業の見直し、人員削減」（11.1％）、「コスト削減（人件

費を除く）」（7.1％）などが続いた。この他、「新商品、サービスの開発」

（6.1％）や「営業活動の強化」のうち「新規取引先の開拓」が 14.1％

を占めるなど、従来からの転換を図る意見がみられた。 

新商品やサービスを切り口に新規取引先を増やして売上減少を食い

止めるとともに、更なるコスト削減により、需要の減退を乗り切ろうと

する企業が少なくないようだ。 
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図表４ 駆け込み終了後の反動減の発生
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図表５ 反動減の発生時期（複数回答）

平成25年12月以前 平成26年1月～3月 平成26年4月～6月 平成26年7月～9月 平成26年10月～12月 平成27年以降（％）

 
 

 

（単位％）

売上減少率
全体

（ｎ＝269）
製造業
（ｎ＝109）

建設業
（ｎ＝52）

非製造業
（ｎ＝108）

ほとんど変わらない 19.3 22.0 17.3 17.6
▲10％ 25.7 33.0 21.2 20.4
▲20％ 19.7 17.4 17.3 23.1
▲30％ 8.6 6.4 9.6 10.2
▲40％ 1.1 0.9 1.9 0.9
▲50％ 3.0 0.0 9.6 2.8
▲60％ 0.0 0.0 0.0 0.0
▲70％ 0.4 0.0 0.0 0.9
▲80％ 0.4 0.0 0.0 0.9
▲90％ 0.4 0.0 0.0 0.9

まだわからない 21.6 20.2 23.1 22.2

図表６　反動減による売上の減少率（前年同期比）
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図表７ 反動減への対策
（自由回答の意見を内容別に分類して作成、複数回答、ｎ＝99） （％）
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【2014 年の県内の公示地価動向】 

－６年連続の下落となったものの、下落幅は４年連続 

の縮小－ 
 （「公示地価」：2014 年１月１日現在で、県内 329 地点の標準地の１㎡当 

たりの価格） 

◆全用途の平均価格は、１㎡当たり５万 9,900 円で、平均変動率は▲0.2％ 

（前年は▲0.9％）となり、６年連続の下落となったものの、下落幅は 

４年連続で縮小した｡ 

 

◆用途別では、商業地が＋0.4％（前年▲0.7％）となり、６年ぶりのプラ

スとなった。住宅地は▲0.3％（前年▲0.9％）、工業地は▲0.2％（前年

▲1.0％）となり、いずれも下落率が縮小。 

 

◆市町別では、草津市が＋2.4％（前年＋0.3％）と２年連続のプラス、大

津市＋0.7％（前年▲0.3％）、守山市＋1.5％（前年▲0.1％）、栗東市＋

0.6％（前年▲0.3％）は上昇に転じ、野洲市が前年並みの 0.0％（前年

▲0.7％）となったことから、大津、南部地域の５市は下落局面を脱す

る結果となった。 

 

◆全県の動きを地点数でみると、前年からの継続地点 329 地点のうち、上

昇が 77 地点（前年 30地点）、横ばいが 23地点（前年 23 地点）、下落が

229 地点（前年 268 地点）となり、上昇地点が大幅に増加。また、下落

した地点でもそのほとんどで下落率が縮小。 

 

用途別平均価格と平均変動率 （（  ）内は前年の値、▲はマイナス） 

 総地点数 平均価格（円／㎡） 平均変動率（％） 

住宅地 236(239) 50,400(50,100) ▲0.3(▲0.9) 

商業地 80(89) 93,600(88,600) ＋0.4(▲0.7) 

工業地 13(15) 24,800(25,600) ▲0.2(▲1.0) 

全用途 329(343) 59,900(59,000) ▲0.2(▲0.9) 

 

 

 

 

 

 

 

《県内の価格上位５位》 

◆住宅地（１㎡当たりの価格、万円）

①草津市南草津１丁目…24.1 

②草津市野村１丁目上羽高…15.7 

③大津市梅林１丁目月見坂…14.0 

④大津市朝日が丘１丁目梅林…12.9 

⑤大津市石場後田…12.5 

 

◆商業地（１㎡当たりの価格、万円） 

①大津市梅林１丁目…30.6 

②草津市野路１丁目池之尻…27.0 

③草津市西渋川１丁目丸ノ内…25.3 

④大津市馬場２丁目西柳川…24.5 

⑤草津市大路１丁目西浦…21.5 

《変動率上位５位》 

■住宅地（上昇率） 

①草津市南草津１丁目…＋4.8％ 

②草津市平井１丁目十町田…＋4.2％ 

③草津市野村１丁目上羽高…＋4.0％ 

④大津市京町２丁目…＋3.5％ 

⑤大津市一里山５丁目小松原…＋3.4％ 

⑤栗東市綣６丁目…＋3.4％ 

■商業地（上昇率） 

①大津市におの浜２丁目…＋8.8％ 

②草津市野路１丁目池之尻…＋6.3％ 

③草津市西渋川１丁目丸ノ内…＋5.9％ 

④大津市京町４丁目松ヶ枝…＋5.2％ 

④大津市梅林１丁目…＋5.2％ 
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【「2013 年(１～12 月)工場立地動向調査結果」の概要】 

－立地件数、敷地面積ともに大幅増加－ 
  （「工場立地法」の規定に沿って、企業等が工場建設用として１年間

に取得(借地を含む)した 1,000 ㎡以上の用地の集計） 

 

◆2013 年（１～12 月）の立地件数は研究所を含め 43 件（新設 41 件、増

設２件）、敷地面積は 72.9 ㌶で、件数（前年：33 件）、敷地面積（同：

45.5 ㌶）ともに大幅増加。 

 

◆地域別では、「甲賀」が最も多く 13 件、以下、「湖南」が 10 件、「東近

江」が７件、「湖東」が４件、「大津」「湖北」「湖西」が各３件となった。 

 

◆業種別では、件数は太陽光発電を中心とした「電気業」が 19 件で最も

多く、全体の約４割を占め、次いで「金属製品製造業」が５件、「食料

品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」が各３件などとなり、敷地

面積では「電気業」が 38.1 ㌶、「食料品製造業」が 13.6 ㌶、「飲料・た

ばこ・飼料製造業」が 6.9 ㌶などとなっている｡ 

 

◆工場立地に伴う地元雇用者予定数をみると、「湖南」の920人が最も多

く、以下「湖北」77人、「東近江」46人などとなっている。 
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地域別立地動向

大津 湖南 甲賀 東近江 湖東 湖北 湖西 県計

（件） 3 10 13 7 4 3 3 43

構成比（％） 7.0 23.3 30.2 16.3 9.3 7.0 7.0 100.0

（㎡） 29,662 223,292 137,890 190,506 43,551 36,264 68,023 729,188

構成比（％） 4.1 30.6 18.9 26.1 6.0 5.0 9.3 100.0
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《ご参考①：国内景気の動向》 （26年３月 17日：内 閣 府） 
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《ご参考②：京滋の景気動向》（2014.3.4）  
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